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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、コーポレートガバナンスは企業倫理に基づく社会的責任をもった経営のあり方を問われている重大な問題であるという認識のもと、企業
価値の最大化、ならびに株主重視の経営を行うべく、意思決定の効率化、経営の監督機能、経営の公正性および透明性、コンプライアンス遵守等
が十分機能する体制の構築を図るとともに、長期的な視点に基づいたコーポレートガバナンス体制を構築してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４：株主総会における権利行使】

　現在、当社株主における海外投資家の構成比率は相対的に低いと考えており、今後、比率が20％以上となった時点で、機関投資家や海外投資
家の意見・要望を参考にしつつ、各種手続き・費用等を勘案し、議決権の電子行使及び招集通知の英訳等を検討いたします。

【補充原則４－８－２：独立社外取締役の有効な活用】

　当社では、社外取締役のみで構成するミーティングを適宜開催し、経営陣との連絡・調整を図ることとしております。社外取締役は中立の客観的
見地から、各々の豊富な経験と高い見識に基づき当社の事業活動に助言・意見を述べる役割を担っており、「筆頭独立社外取締役」を定めた場
合、序列意識や筆頭者への依存意識を醸成する可能性があることから、「筆頭独立社外取締役」を定めないことといたします。

【補充原則４－１０－１：任意の仕組みの活用】

　当社は、取締役候補者の指名・選任については、社外取締役を含む取締役会が定めた指名方針に基づき合致した人物を取締役会で審議のう
え決定しており、報酬の決定においても、社外取締役を含む取締役会が定めた報酬の決定方針に基づき報酬が適切に決定されていることから、
任意の諮問委員会（指名委員会・報酬委員会など）の設置は必要なく、現状の体系で適切に機能しているものと考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

　当社は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方や運営方針、取り組むべき内容を示すものとして、取締役会決議に基づき、「コーポ
レートガバナンス基本方針」を制定しております。

　「コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示」については、当社ホームページにて「コーポレートガバナンス基本方針」を開示しており
ますのでご参照ください。

　「コーポレートガバナンス基本方針」ＵＲＬ　：　https://sanix.jp/corporate/pdf/governance.pdf

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社バイオン 8,716,015 18.23

宗政　寛 6,454,509 13.50

KOREA SECURITIES DEPOSITORY-EBEST 1,870,900 3.91

一般社団法人サニックス共済会 1,700,000 3.56

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,233,900 2.58

サニックス社員持株会 947,003 1.98

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 651,100 1.36

株式会社西日本シティ銀行 536,200 1.12

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口２） 406,500 0.85

株式会社SBI証券 337,000 0.70

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし



補足説明

　【大株主の状況】は、2019年３月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。

　また、日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、同行の信託業務に係るもので
あります。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、福岡 既存市場

決算期 3 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 16 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され

ている人数
3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

近藤　勇 他の会社の出身者 ○

金子　直幹 他の会社の出身者

久保田　康史 弁護士

安井 玄一郎 他の会社の出身者

松岡　弘明 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

近藤　勇 ○ 　

　近藤勇氏は、当社の取引先である株式
会社グローバルアリーナの代表取締役社
長であります。

　当社は同社との間に施設利用及び贈答
品の購入取引がございますが、その取引
額は僅少で、株主・投資者の判断に影響
を及ぼす恐れはありません。

　企業経営に関する豊富な経験・実績・見識を
有しており、監査・監督機能の強化等期待され
る役割を果たしていただけるものと判断し、監
査等委員である取締役（社外取締役）として選
任しております。



金子　直幹 ○ ○ ―――

　企業経営に関する豊富な経験に基づく高い
見識を有しており、監査・監督機能の強化等期
待される役割を果たしていただけるものと判断
し、監査等委員である取締役（社外取締役）とし
て選任しております。

　また、上場管理等に関するガイドライン３-５．
（３）の２に規定する要件のいずれにも該当がな
く、独立した立場での監督機能として株主等か
ら期待されている役割を十分に果たすことがで
き、一般株主と利益相反が生じるおそれがない
ことから、独立役員として選任しております。

久保田　康史 ○ 　 ―――

　弁護士として、企業法務を始め法律全般に関
する豊富な経験・実績・見識を有しており、監査
等委員である取締役（社外取締役）として客観
的かつ公正な立場で当社経営の重要事項の
決定及び業務執行の監督に充分な役割を果た
していただけるものと判断し、選任しておりま
す。

安井 玄一郎 ○ ○ ―――

　長年にわたり企業経営に携わり、経理財務部
門の専門知識と高い見識を有しているととも
に、1997年より当社社外監査役として、様々な
角度から経営の健全性、適正性の確保に尽力
いただいており、引き続き監査・監督機能の強
化等期待される役割を果たしていただけるもの
と判断し、監査等委員である取締役（社外取締
役）として選任しております。

　また、上場管理等に関するガイドライン３－５
（３）の２に規定する要件のいずれにも該当がな
く、独立した立場での監督機能として株主等か
ら期待されている役割を十分に果たすことがで
き、一般株主と利益相反が生じるおそれがない
ことから、独立役員として選任しております。

松岡　弘明 ○ ○ ―――

　企業経営に関する豊富な経験及び幅広い見
識を有しており、2011年より当社社外監査役と
して、様々な角度から経営の健全性、適正性の
確保に尽力いただいており、引き続き監査・監
督機能の強化等期待される役割を果たしてい
ただけるものと判断し、監査等委員である取締
役（社外取締役）として選任しております。

　また、上場管理等に関するガイドライン３－５
（３）の２に規定する要件のいずれにも該当がな
く、独立した立場での監督機能として株主等か
ら期待されている役割を十分に果たすことがで
き、一般株主と利益相反が生じるおそれがない
ことから、独立役員として選任しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 6 1 1 5 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締

役及び使用人の有無
あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人として監査等委員会スタッフを１名以上配置することとし、当該の監査等委員会スタッフは、監査等委
員会の意見を聴取し、人事部長が関係各方面の意見も十分に考慮して決定しております。

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人の任命・異動・評価については、監査等委員会の同意を必要とし、監査等委員会を補助すべき使用人
は、当社の業務執行にかかる業務を兼務することができることとしております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況



　監査等委員会は、会計監査人との定期的なミーティング等で緊密に意見を交換し、内部監査及び内部統制関連部署との連携を図ることにより、
適切な監査・監督を実施してまいります。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

　上場管理等に関するガイドライン３-５．（３）の２に規定する要件のいずれにも該当がなく、独立した立場での監督機能として株主等から期待され
ている役割を十分に果たすことができ、一般株主と利益相反が生じる恐れがない社外取締役から独立役員を選任しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

　当社は取締役へのインセンティブ付与に関する施策を実施しておりませんが、各取締役は自らの職責を十分認識のうえ、株主価値の向上に取り
組んでおり、現時点では、報酬面でのインセンティブ付与の必要性は薄いものと判断しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　2019年３月期に係る当社の取締役及び監査役に対する報酬等の総額は167百万円です。その内訳は次のとおりです。

なお、役員ごとの連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、個別報酬の開示は行っておりません。

取締役人数13名（うち社外取締役３名）

取締役に支払った報酬等の総額 151百万円（うち社外取締役18百万円）

監査役人数 ３名（うち社外監査役２名）

監査役に支払った報酬等の総額 15百万円(うち社外監査役３百万円)

（注）上記報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬等の決定に際しては、業績拡大及び企業価値向上に対する報酬等として有効に機能することを方針とし、取締役の基本報酬等の
額は、従業員給与とのバランスを勘案し、役職、在任期間の業績と成果等を考慮して決定しております。

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針については、取締役会により委任され
た代表取締役がその決定権限を有しており、代表取締役は株主総会で決議された報酬総額の範囲内で、従業員給与とのバランスを勘案し、役
職、在任期間の業績と成果等を考慮して各役員の報酬等の額を決定してまいります。

　また、当社の監査等委員である取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針については、株主総会で決議された報酬総額の範
囲内で、従業員給与とのバランスを勘案し、役職、在任期間の業績と成果等を考慮して監査等委員である取締役の協議において決定してまいり
ます。



　なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額を年額500百万円以内とすること、監査等委員である取締役の報酬等の額を年
額50百万円以内とすることを2019年６月27日開催の「第41回定時株主総会」において承認いただいております。

　役員退職慰労金は「役員退職慰労金規程」により定めておりましたが、2009年６月26日開催の「第31回定時株主総会」終結の時をもって廃止し
ました。（2009年５月13日開催の取締役会決議）

なお、使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なものに該当する事項はありません。

【社外取締役のサポート体制】

　取締役会における充実した議論に資するため、適宜、資料を配布して付議事項の概要を報告しております。

　また、会社として、取締役会において期待される意見・指導等を得るべく、充分な発言の時間・場所を提供しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、取締役会の監督機能の一層の強化とガバナンスの更なる充実を図るとともに、経営の公正性、透明性及び効率性を高めるため、2019
年6月27日開催の第41回定時株主総会の決議をもって監査等委員会設置会社へ移行いたしました。

【取締役会】

　取締役会は、原則毎月１回以上開催しており、各事業部門の業績進捗等を監督し、重要事項に対する意思決定をしております。なお2019年３月
期の開催実績は16回です。

【監査等委員会】

　監査等委員会は、会社法第399条の3に定める調査権を有する６名（内５名は社外取締役）の監査等委員である取締役で構成されています。

　監査等委員である取締役の中から常勤の監査等委員を１名選定し、当該の常勤の監査等委員が経営会議等重要な会議に出席することで収集
した各種情報を監査等委員会で共有するとともに、内部統制部門のレポートラインに監査等委員会を加えることにより、内部統制システムの整備
及び運用状況について監視し、取締役の職務遂行を監査・監督することとしております。また、各監査等委員は会計監査人と緊密な意見交換を行
う予定です。

　監査等委員会設置会社への移行前には、監査役会は、原則毎月１回以上開催しており、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事
項の協議等を行っており、2019年３月期の開催実績は16回でした。監査等委員会につきましても、原則毎月１回以上開催し、内部監査部門からの
報告、選定監査等委員からの報告、常勤監査等委員からの報告等に基づく監査・監督に関する必要事項の審議等を行ってまいります。

【内部監査】

　内部監査は各部門及び各事業所における業務に関して監査を行う組織として社長直轄の「内部監査室」（2019年６月現在構成員６名）を設置し、
会社が定める規程等の遵守状況や業務全般に関して妥当性、有効性、適法性について監査し、代表取締役社長及び監査等委員会に報告すると
ともに、随時関係部門に勧告、是正指導等を実施しております。

【会計監査】

　会計監査は、有限責任監査法人トーマツに委嘱しており、2019年３月期に係る監査は、同監査法人の指定社員である公認会計士 川畑秀二、宮

嵜健、濵村正治の３氏が執行しました。なお、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士６名、公認会計士試験合格者６名、その他８名となっ
ております。

【内部統制委員会】

　内部統制委員会は、当社グループにおける内部統制上の問題点とその改善策、当社グループに係るリスクの抽出と同リスクを軽減或いは無効
にする対策又は改善策を協議しております。又、同委員会で協議、決定した事項のうち、重要な案件は取締役会に報告されております。

【コンプライアンス委員会】

　コンプライアンス委員会は、法令を遵守するための取り組みを継続的に行うとともに、コンプライアンスへの理解を深めるための研修を実施し、定
期的にコンプライアンス遵守に関する注意喚起文書を発信するなど啓蒙活動に取り組んでおります。

【社外取締役との責任限定契約】

　当社は、社外取締役の各氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項に定める賠償責任を法令が定める額に限
定する契約を締結しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、会社法第399条の３に定める調査権を有する６名の監査等委員（構成員の過半数を社外取締役）で構成する監査等委員会を設置し、監
査等委員である取締役に取締役会における議決権を付与することで、取締役会の監督機能を高めることにより、コーポレート・ガバナンスの一層
の強化と経営の公正性及び透明性の高度化を図ることを可能とするとともに、取締役会が業務執行の決定を広く取締役に委任することを可能と
することで業務執行と監督を分離することにより意思決定の効率化を図り、更なる企業価値向上に資する体制であると判断し監査等委員会設置
会社を機関設計として採用いたしました。

　この体制が実効性を確保できるよう、今後は、業務執行の決定を取締役に委任する範囲とそれに伴う取締役会の監督機能強化に向けた内部統
制システムの更なる最適化に向け検討を進めてまいります。また、取締役等の指名・報酬の決定に係る監査等委員会の役割を踏まえ、任意の指
名・報酬に係る委員会の設置の適否につきましても検討してまいります。

　なお、常勤の監査等委員である首藤征剛は、経理業務の経験こそないものの、2004年６月より長年にわたり常勤監査役を務めるに当たり、業務
監査、内部統制監査を通じて経理業務の知識を習得しております。また、公益社団法人日本監査役協会に入会し、定期的に研修会や講習会に参
加するとともに、社外監査役や会計監査人と定期的に意見交換をし、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。監査等委員であ
る社外取締役近藤勇、金子直幹、安井玄一郎及び松岡弘明は、企業経営に関する豊富な経験に基づく高い見識を、また社外取締役久保田康史
は、弁護士として企業法務を始め法律全般に関する豊富な経験・実績・見識を有しております。

　また、社外取締役は会計監査人と緊密な意見交換を行うとともに、内部監査及び内部統制関連部署とは、そのレポートラインに監査等委員会を
加えることにより連携を蜜にし、適切な監督を実施してまいります。また、社外取締役は、必要に応じて内部統制委員会、コンプライアンス委員会
での意見、情報を取締役会を通じて入手し、内部監査室、会計監査人等と連携をとり、監督又は監査の実効性向上に努めてまいります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　2019年３月期決算における定時株主総会の招集通知は、法定期日前の６月５日に発送
しております。

集中日を回避した株主総会の設定
　株主との建設的な対話の充実や、その為の正確な情報提供等の観点を考慮して、適切
に設定しております。

　また、適切な総会会場の確保という観点も踏まえて決定しております。

電磁的方法による議決権の行使
　株主総会招集通知及びその添付資料については、発送時に当社ホームページ

　（https://sanix.jp/ir/sokai.php）にて掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　四半期決算発表毎に説明会を開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
　当社ホームページに掲載しているＩＲ資料としては、決算短信、決算説明会資
料、決算以外の適時開示情報、有価証券報告書及び四半期報告書、株主通
信、主要な経営指標等を掲載しております。（https://sanix.jp/ir/）

IRに関する部署（担当者）の設置
　IＲ担当部署：経営企画部

　IＲ担当部長：取締役常務執行役員　井上 公三

その他
　定例的にアナリスト・機関投資家等を直接訪問しております。

その他さまざまな活動状況について、当社ホームページ（https://sanix.jp/）に
て情報開示しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社「ディスクロージャーポリシー」に記載しております。（当社ホームページ
https://sanix.jp/ir/disclosure.php）



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、会社法第399条の13第１項ロ、ハ及び会社法施行規則第110条の４に基づき、当社及び当社グループ会社が業務を適正かつ効率的に
行うための体制を整備・運用していくことが重要な経営の責務であると認識し、以下の内部統制システムを構築してまいります。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、次の経営理念を掲げ、役員及び従業員が職務を執行するにあたり、法令遵守はもとより、企業人・社会人として求められる倫理観・価値
観に基づき誠実に行動することを基本方針としています。当社は、このような認識のもとに、公正かつ適切な経営の実現と市民社会との調和を図
ります。

【経営理念】

　「仕事が教育で教育が経営である。」

【企業理念】

　「次世代へ快適な環境を」

【社是】

　「社の使命は、あらゆる空間を対象に、エネルギーおよび環境に関する総合的な改善・向上をめざし、人間的コミュニケーションを通して、人と環
境のよりよい関係を創造することにある。」

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　（１）取締役の職務の執行に係る情報（以下「職務執行情報」という。）の保存及び管理については、担当取締役を選任し、取締役の職務執行情
報が当社の諸規程及びそれに関連する管理マニュアルに定められた保存及び管理（廃棄を含む）運用がなされているか、あるいは実状に適合し
ているかなど適宜に検証し、必要に応じて規程等の見直しを行います。

　（２）職務執行情報は、将来においてデータベース化し、その存否及び保存状況が迅速に検索可能となるシステムづくりを行います。

　（３）職務執行情報の保存及び管理状況については、担当取締役から、定期的に取締役会及び監査等委員会に報告することとします。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　（１）当社は、2008年４月１日、内部統制の見地から求められる、当社及び連結子会社の業務の有効性と効率性・財務報告の信頼性・法令遵守・
資産の保全に関する「内部統制規程」を制定し、内部統制システムを構築するとともに、2019年６月27日付をもって監査等委員会に移行したことに
伴い同規程に所要の改定を行いました。

　（２）当社は、代表取締役社長に直属する部署として、内部監査室・法務部を設置しており、室長・部長がそれぞれの業務を管掌します。内部監
査室は、定期的に業務監査実施項目及び実施方法を検証し、内部監査の充実を図ります。法務部は当社の行動規範を定め、行動規範遵守に取
り組んでまいります。

　（３））当社は、内部監査室の監査により、法令・定款違反その他の事由に基づき、損失の危険のある業務執行行為が発見された場合には、発見
された危険の内容及びそれがもたらす損失の程度等について、内部監査室長は直ちに代表取締役社長に報告し、代表取締役社長は臨時にコン
プライアンス委員会を開催し、改善策を協議・決定します。

　（４）当社は、内部監査規程等、関連する個別規程、ガイドライン、マニュアルに則り業務の円滑化を図り、損失の危険を未然に防ぐべく環境整備
を行ってまいります。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　（１）経営計画のマネジメントについては、経営理念を機軸に毎年策定される年度計画及び中期経営計画に基づき各業務執行ラインにおいて目
標達成のために活動します。また、経営目標が当初の予定どおりに進捗しているか、業績報告を通じ定期的に検査を行います。

　（２）業務執行のマネジメントについては、取締役会規程により定められている事項及びその付議基準に該当する事項についてはすべて取締役
会に付議することを遵守し、その際には経営判断の原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全取締役に配布される体制をとるものとしま
す。

　（３）日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、業務分掌規程等に基づき権限の委譲が行われ、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り
業務を遂行します。

５．従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　（１））全従業員に法令・定款の遵守を徹底させるため、各責任者（取締役、執行役員等）を定め、その責任者のもと、諸規程、諸マニュアルに基
づき業務を進めてまいります。従業員が法令・定款等に違反する行為を発見した場合の報告体制としての内部通報制度の充実を図ってまいりま
す。

　（２）会社経営に影響を与える事態が発生した場合には、その内容・対処案が法務部長を通じトップマネジメント、取締役会、監査等委員会に報
告される体制を構築してまいります。

　（３）各責任者は、コンプライアンス推進のために必要な人員配置を行い、コンプライアンスの実施状況を管理・監督し、従業員に対して適切な教
育・研修体制を構築してまいります。

６．．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　（１）子会社のリスク情報の有無を監査するために、子会社との間で、内部監査契約を締結します。

　（２）グループのセグメント別の事業に関して責任を負うべき当社取締役を任命し職務の執行が効率的に行われる体制の構築とともに、重要事項
に関しては当社への報告を行う体制を構築します。また、法令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を付与します。

　（３）当社の内部監査室は、当社及び子会社の内部監査を実施し、その結果を担当部署及びその責任者に報告し、担当部署及びその責任者に
対し、必要に応じて内部統制の改善策の指導、助言を行います。

　（４）子会社の内部監査室又はこれに相当する部署は、当社内部監査室の監査に協力させます。

　（５）子会社に損失の危険が発生し、当社の内部監査室がこれを把握した場合には、直ちに発見された損失の危険の内容、発生する損失の程度
及び当社に対する影響等について当社の取締役会、監査等委員会及び担当部署に報告させる体制を構築します。

　（６）当社と子会社との間における不適切な取引又は会計処理を防止するため、当社の内部監査室は子会社の内部監査室又はこれに相当する
部署と十分な情報交換を行います。

７．監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する事項



　（１）監査等委員会の職務を補助すべき従業員として監査等委員会スタッフを１名以上配置することとします。

　（２）前項の具体的な内容については、監査等委員会の意見を聴取し、人事部長が関係各方面の意見も十分に考慮して決定します。

８．監査等委員会の職務を補助すべき従業員の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項並びに当該従業員に
対する指示の実効性の確保に関する事項

　（１）監査等委員会の職務を補助すべき従業員の任命・異動・評価については、監査等委員会の同意を必要とします。

　（２）監査等委員会を補助すべき従業員は、当社の業務執行にかかる業務を兼務することができます。

９．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び従業員並びに子会社の取締役、監査役及び従業員が監査等委員会に報告をするため
の体制及び報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　（１）当社及び当社の子会社等の取締役及び従業員は、監査等委員会の定めるところに従い、監査等委員会の要請に応じて必要な報告及び情
報提供を行うこととします。

　（２）前項の報告・情報提供としての主なものは、次のとおりとします。

　　・当社の内部統制システム構築に係る部門の活動状況

　　・当社の子会社等の監査及び内部監査部門の活動状況

　　・当社の重要な会計方針、会計基準及びその変更

　　・業績及び業績見込みの発表内容、重要開示書類の変更

　　・内部通報制度の運用及び通報の内容

　　・社内稟議書及び監査等委員会から要求された会議議事録の提出

　（３）監査等委員会へ報告した者が、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないよう「内部通報規程」に基づき、当該報告者を適
切に保護します。

10．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の職務の
執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査等委員がその職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生じる費用の前払い又は債務の処理等の請求をし
たときは、速やかに当該費用又は債務を処理します。

11．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　（１）監査等委員会と代表取締役社長との間の定期的な意見交換会を設定します。

　（２）監査等委員会の意見等は当社として十分に尊重いたします。

　（３）監査等委員会が選定する監査等委員は、社内の重要な会議体に出席することができるものとします。

　（４）監査等委員会は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図るものとします。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力（団体・個人等）に対しては、毅然たる行動をとり、不当・不法な要求に対しては、
警察や弁護士等外部の専門機関と緊密に連携し、組織的に対応してまいります。

　なお、反社会的勢力（団体・個人等）に対する基本方針については当社ホームページ（https://sanix.jp/antiorg/index.php）に掲載しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




